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平成１９年度の原子力の研究、開発及び利用に関する経費の見積りに関する 

基本方針 

平成１８年５月２３日 

原子力委員会決定 

 

１ 我が国の原子力の研究、開発及び利用を巡る最近の動向  

 中国、インドをはじめとする開発途上国を中心とする経済成長と人口増加により、今

後世界のエネルギー需要は大幅に増大することが見込まれている。また、世界のエネル

ギー需要の増大等に伴う地球温暖化問題に対応するため、温室効果ガスの排出削減が世

界的に急務であり、非化石エネルギー源としての原子力発電の再評価が少なからぬ国で

進められている。他方、イランの核問題を巡る国連安全保障理事会での議論、核燃料サ

イクルへのマルチラテラル・アプローチ（ＭＮＡ）や国際原子力エネルギーパートナー

シップ（ＧＮＥＰ）の提唱にみられるように、原子力利用が世界的に進展する中での国

際核不拡散体制の維持・強化のあり方や核セキュリティの強化について国際的議論が活

発に進められている。 

我が国では、現在５５基の原子力発電所が運転するとともに、２基が建設中であり、

原子力発電は総発電電力量の約１／３を供給する基幹電源となっている。一方で、国と

事業者は、過去に原子力発電所において死傷者を伴う事故や不正行為などが起きたこと

を受け、安全確保活動を見直し、その活動に対する国民の信頼回復に努めてきている。 

また、日本原燃（株）六ヶ所再処理工場で、平成１９年に本格操業を開始することを

目指して本年３月からアクティブ試験が開始され、九州電力（株）玄海原子力発電所に

おけるプルサーマルの実施について地元の了解が得られるなど、核燃料サイクル事業に

進展の動きが見られる。一方、平成１０年代を目途に文献調査を行う地区の公募を行っ

ている高レベル放射性廃棄物の処分の実施に向けての取組については、その強化を求め

る意見が強い。 

放射線利用技術は、Ｘ線ＣＴや半導体加工など幅広い分野で活用されている。そして

その利用分野の拡大を目指して、重粒子線がん治療装置の小型化などの取組も行われて

きている。また、加速器等を用いて放射線を利用する先端科学技術である量子ビームテ

クノロジーが、最先端の科学技術活動から幅広い産業活動にまで多方面にわたって、効

果的に利用されていくことが期待されている。 

 



 2

２ 平成１９年度の経費の見積りに関する基本方針 

我が国における原子力の研究、開発及び利用は、原子力政策大綱を基本方針として、

１．に示す最近の国内外の動向等や、科学技術基本計画（本年３月閣議決定）及び分野

別推進戦略（同月総合科学技術会議決定）、環境基本計画（本年４月閣議決定）及び「京

都議定書目標達成計画」（平成１７年４月閣議決定）、現在見直しが進められているエネ

ルギー基本計画も踏まえて推進されるべきである。このことを踏まえ、平成１９年度の

関係経費の見積りに当たって、特に重点的に取組むべき事項及び着実に取り組むべき事

項を以下に示す。これらの事項を含む施策は、原子力政策大綱に示されているように、

厳に平和目的に限り、安全の確保を最優先に、関係府省間の連携や情報交換をより緊密

にし、多元的多面的取組や国際協力、国際共同作業の活用を心がけ、原子力政策全体が

より効果的かつ効率的に推進されるよう企画・推進されるべきである。 

 

１） 原子力利用を着実に推進するための基盤的活動の充実 

① 安全の確保の充実に向けた新たな対応 

今後、高経年化対策を講じるべき原子力施設の増加が予測されることを踏まえ、検

査手法の高度化等、高経年化に対応した安全対策を充実するべきである。また、耐震

設計審査指針の改訂に向けた検討が進められており、これを踏まえ研究開発施設にお

ける耐震対策についても適切に実施することが期待される。 

 

②国民及び立地地域社会との相互理解や地域共生を図るための活動の充実 

   核燃料サイクル事業におけるプルサーマルの実施や使用済燃料中間貯蔵施設の建

設並びに原子力発電所の高経年化対策などの新たな取り組みが進められており、これ

らを含めた原子力施設の安全に対する国民の関心が高いことから、原子力の研究、開

発、利用に関して国民や立地地域社会との相互理解を図るための活動が一層重要性を

増している。 

そこで、その出発点となる国民及び立地地域社会への広聴・広報活動をより充実

したものとするため、国民及び立地地域社会の視点を踏まえつつ多元的かつ多面的

に取組むことを基本方針に、対象（特に若年層や女性層等）や手法の重点化を行い

つつ、政府全体として整合的に推進するべきである。なお、その際に、これらを一

層効果的・効率的に行う観点から、平成１８年度に行った関係行政機関における特

別会計による広聴・広報活動の見直しを更に進めることが求められる。 
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 また、初等・中等教育段階において原子力に関する正しい知識を学び、一人一人 

が自分で判断できるようになることが重要であり、原子力を含むエネルギー教育の 

抜本的強化を図ることが急務である。そのため、初等・中等教育段階における原子

力を含むエネルギー教育への支援を一層拡充するべきである。併せて、学習指導要

領における原子力を含むエネルギーに関する内容の充実を検討するべきである。ま

た、原子力と社会の関わりについて関心を持った国民が原子力とエネルギーに関し

て学習できる環境を整備するために、これに関する生涯学習の機会を多様化し、充

実していくことに着実に取り組むべきである。 

原子力施設と立地地域との共生による立地地域の自主的・自立的な発展を図るため、

電源立地地域対策交付金制度が立地地域のニーズに一層対応した仕組みとなるよう

不断の見直しを行い、その改良・改善を図っていくべきである。 

 

 ③放射性廃棄物の安全な処分の実施 

高レベル放射性廃棄物の処分地の選定に向けて、未だ決まっていない文献調査を  

行う地区の選定作業を早急に進めるため、国も前面に立った広聴・広報活動など国 

民との相互理解促進に向けた活動の一層の充実を図るべきである。併せて、高レベ 

ル放射性廃棄物の地層処分技術の高度化を目指す研究開発を計画的に推進するべき 

である。また、原子力委員会が基本方針を策定した長半減期低発熱放射性廃棄物の 

処分やＲＩ・研究所等廃棄物の処分について、処分技術の高度化や規制基準の策定 

等必要な環境整備を着実に実施すべきである。 

 

以上の①～③から、原子力利用を着実に推進するための基盤的活動の充実として特 

に重点的に取り組むべき事項は、以下の通りとする。 

○検査手法の高度化等、高経年化に対応した安全対策の充実 

○個々の活動における対象の重点化、施策効果が高いと考えられる手法の選択・重

点化などによる広聴・広報活動の一層効果的・効率的推進 

○初等・中等教育段階における原子力を含むエネルギー教育への支援の拡充 

○立地地域のニーズに一層対応した電源立地地域対策交付金制度の改良・改善 

○高レベル放射性廃棄物処分地の選定を目指した、国も前面に立った国民との相互

理解促進に向けた活動の一層の充実 

○高レベル放射性廃棄物の地層処分技術の高度化を目指す研究開発の計画的推進 
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２）原子力利用の推進に向けた活動の充実 

①今後数十年間を見据えた原子力発電の戦略的推進 

   2030年以降も原子力発電を我が国の基幹電源として利用していくためには、関係 

府省や民間事業者等がそこに至るまでの将来ビジョンを共有しつつ、既設原子炉の

代替時期に向けて改良型軽水炉の研究開発を計画的に推進するとともに、高速増殖

炉サイクルの実用化に向けた取組を実用化戦略調査研究の評価を踏まえて計画的に

推進すべきである。特に、高速増殖炉サイクル技術の研究開発は、大規模かつ長期

的な支援が必要であることから、重点的な投資を行うべきである。また、これらに

併せて、次世代の核燃料サイクル技術の高度化に資する研究開発に着実に取り組む

べきである。 

近年、ウラン価格が上昇しており、長期的にも中国等における需要増大が予測さ

れることから、我が国が将来にわたってウラン資源を確保できるよう、ウラン資源

確保を目的とする民間事業への支援を実施するべきである。 

 

② 人類社会の福祉や国民生活の水準向上等に貢献する放射線利用の相互理解促進及

び普及 

食品照射のように放射線利用技術が活用できる分野において、社会に対する理解

活動の不足等のために活用が進んでいないものがある。そのために、放射線利用分

野拡大を支える国民との相互理解促進に向けた活動を充実するとともに、現在進め

られている食品照射専門部会の検討結果に基づき、食品照射に関する取組を推進す

るべきである。 

また、重粒子線がん治療装置の小型化など、放射線を用いた新たな医療技術に関

する研究開発が進んできている。これらの先端医療技術の医療現場への導入が促進

されるよう、その技術を適切に取り扱うことの出来る放射線医療分野の専門家の育

成・確保に努めるべきである。 

また、地域産業界等において放射線利用技術の活用が進められるよう、施設の供

用を進めるなど環境整備を着実に進めるべきである。 
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以上の①及び②から、原子力利用の推進に向けた活動の充実について特に重点的に

取り組むべき事項は、以下の通りとする。 

○2030 年頃からの発電用原子炉の代替時期に向けた次世代の改良型軽水炉の研究

開発の計画的推進 

○実用化戦略調査研究の評価を踏まえた高速増殖炉サイクルの実用化に向けた取組

の計画的推進 

○ウラン資源確保を目的とする民間事業への支援の実施 

○放射線利用分野拡大を支える国民との相互理解促進に向けた活動の充実 

○食品照射専門部会の検討に基づく食品照射に関する取組の推進 

  

 ３）中・長期的な視野に立った原子力利用の基盤の構築 

①国際社会への対応の充実 

  世界各国にとって共通の課題である地球温暖化対策や化石燃料等のエネルギー資

源確保、産業振興等の課題に対応する観点から、我が国で培った技術を活かして各

国における原子力発電の導入や放射線利用が進むことは有意義である。また、我が

国の産業が海外における原子力発電所建設等の事業機会を捉えていくことは、我が

国の技術・人材の維持を図る観点からも意義を有している。これらを踏まえ、諸外

国、特に我が国と緊密な関係を有するアジア諸国における原子力発電所建設への我

が国産業の参加を促進するための環境整備に係る取組を充実するとともに、アジア

における多国間の枠組による戦略的な人材育成を推進するべきである。 

また、イランの核問題にも見られるように、核燃料サイクル事業等を行うために

は国際社会の理解を得ることが重要であり、我が国のプルトニウム利用や廃棄物処

分等の核燃料サイクル確立に向けての考えや取組を一層効果的に海外に発信して、

相互理解を深めていくことが重要である。そのため、ＩＡＥＡの活動への積極的参

加や我が国の政策に関する英文による情報提供、政策対話などを通じた、我が国の

政策等に関する海外に対する情報発信活動を一層充実するべきである。 

併せて、世界的に原子力利用の拡大が予測される状況において、これに伴う核拡

散リスクが増大しないようにするために核不拡散体制を維持・強化していくことが

重要であり、我が国は、ＩＡＥＡをはじめとする国際機関や関係国と連携・協力し、

ＩＡＥＡ保障措置活動をはじめとするこれに関する国際社会の取組に積極的に貢献

していくべきである。 
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    さらに、ＧＩＦ※１やＩＮＰＲＯ※２をはじめとする国際協力への参加を進めると 

とともに、我が国と各国との間で相互に利益が得られるような国際協力あるいは国

際共同作業を進めるために政策対話や専門家交流を推進するべきである。 

 

②将来に向けた原子力分野における科学技術と人材の維持・発展 

   我が国が将来にわたって原子力の恩恵を享受するためには、原子力分野の人材を

確保し、原子力の研究開発利用を支える科学技術の維持・発展を図るための取組を

不断に進めることが求められる。 

新規建設機会の減少や世代交代の進展を踏まえて、原子力分野の人材の育成・確

保に計画的に取り組むことが特に重要になってきている。このため、人材需給動向

を勘案しつつ、長期的な観点から人材の育成・確保に向けた取組の検討を進めるべ

きである。なお、当面は、原子力発電所等の現場で働く人材を地場企業と連携して

育成・確保する方策の一層の充実を図るべきである。 

未来に渡る原子力分野の技術力の維持・向上や安全確保を図るため、ＩＴＥＲ計

画及び関連する研究開発を国際的枠組の下で計画的に推進するとともに、社会科学

や安全研究を含む基礎的・基盤的な研究開発を推進するべきである。なお、原子力

安全研究の推進にあたっては、「原子力の重点安全研究計画」（平成１６年７月原子

力安全委員会決定）を踏まえて取り組むべきである。 

併せて、原子力のみならず幅広い科学技術における基盤となる大型の研究施設・

設備の整備・供用や民間等への技術移転を着実に推進するべきである。 

 

以上の①及び②から、中・長期的な視野に立った原子力利用の基盤の構築について、 

特に重点的に取り組むべき事項は、以下の通りとする。 

○諸外国、特にアジア諸国における原子力発電所建設への我が国産業の参加を促進

するための環境整備に係る取組の充実 

○アジアにおける多国間枠組による戦略的な人材育成の推進 

○ＩＡＥＡの活動への積極的参加や我が国の政策に関する英文による情報提供など

の我が国の政策等に関する海外に対する情報発信活動の充実 

                                      
※１ ＧＩＦ：第四世代原子力システムに関する国際フォーラム 
※２ ＩＮＰＲＯ：革新的原子炉及び燃料サイクルに関する国際プロジェクト 
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○核不拡散体制の維持・強化に関する国際社会の取組に対するＩＡＥＡといった国 

 際機関や関係国との連携・協力を通じた積極的貢献 

○長期的な観点からの原子力分野における人材の育成確保に向けた取組に関する検

討の実施 

○原子力発電所等の現場で働く人材の地場企業と連携した育成・確保策の充実 
○ＩＴＥＲ計画及び関連する研究開発の計画的推進 

○基礎的・基盤的な研究開発の推進 

 


